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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

平成28年2月18日に半期報告書を提出しました。これに伴い、平成27年8月18日付をもって提出した有価証
券届出書（以下「原届出書」といいます。）の「第一部 証券情報」、「第二部 ファンド情報」および

「第三部 委託会社等の情報」に訂正すべき事項がありますので、本訂正届出書を提出するものです。

 

２【訂正の内容】

原届出書について、それぞれ下記事項と同一内容に原届出書が訂正されます。下線部　　　　　　　は訂

正部分を示します。

 

第一部【証券情報】

（４）【発行（売出）価格】

＜訂正前＞

●委託会社のホームページ

アドレス http://www.nnip.co.jp/

 

＜訂正後＞

●委託会社のホームページ

アドレス www.nnip.co.jp

 

（８）【申込取扱場所】

＜訂正前＞

委託会社にお問い合わせください。

●お電話によるお問い合わせ先（委託会社）

電話番号 03－5210－0653 （9：00～17：00 土、日、祝日、年末年始を除く）

 

＜訂正後＞

委託会社にお問い合わせになるか、委託会社のホームページでご覧ください。

●お電話によるお問い合わせ先（委託会社）

電話番号 03－5210－0653 （9：00～17：00 土、日、祝日、年末年始を除く）

●委託会社のホームページ

アドレス www.nnip.co.jp

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

３【投資リスク】

（略）
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参考情報（下記の内容に訂正します。）
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４【手数料等及び税金】

（３）【信託報酬等】

＜訂正前＞

②信託報酬にかかる委託会社、販売会社、受託会社への配分は次の通りです。

項目 信託報酬の額

 

信託報酬の配分

委託会社 当該純資産額に対し　年率0.756%（税抜き 0.70%）

販売会社 当該純資産額に対し 年率0.81%（税抜き 0.75%）

受託銀行 当該純資産額に対し 年率0.108%（税抜き 0.10%）

※信託報酬を対価とする役務の主な内容は下記の通りです。

委託会社：ファンドの運用を行います。

販売会社：各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報提供等を行います。

受託銀行：信託財産の管理や委託会社からの運用指図を実行します。

 

＜訂正後＞

②信託報酬にかかる委託会社、販売会社、受託会社への配分は次の通りです。

項目 信託報酬の額

 

信託報酬の配分

委託会社 当該純資産額に対し　年率0.756%（税抜き 0.70%）

販売会社 当該純資産額に対し 年率0.81%（税抜き 0.75%）

受託銀行 当該純資産額に対し 年率0.108%（税抜き 0.10%）

※信託報酬を対価とする役務の主な内容は下記の通りです。

委託会社：ファンドの運用を行います。

販売会社：購入後の情報提供、各種書類の送付、口座内でのファンドの管理等を行います。

受託銀行：信託財産の管理や委託会社からの運用指図を実行します。

 

（５）【課税上の取扱い】

①個人の受益者に対する課税

＜訂正前＞

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については配当所得として20.315％（所得税15％　復興特別所

得税0.315％　地方税5%）の税率による源泉徴収（原則として、確定申告は不要です。）が行われます。な

お、確定申告を行い、申告分離課税または総合課税のいずれかを選択することもできます。収益分配金のう

ち課税対象となるのは普通分配金のみであり、元本払戻金（特別分配金）は課税されません。また、平成50

年1月1日からは上記の20.315％の税率は下記の内容に変更される予定です。

 

＜訂正後＞

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については配当所得として20.315％（所得税15％　復興特別所

得税0.315％　地方税5%）の税率による源泉徴収（原則として、確定申告は不要です。）が行われます。な

お、確定申告を行い、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用はありません。）のいずれかを選択す

ることもできます。収益分配金のうち課税対象となるのは普通分配金のみであり、元本払戻金（特別分配

金）は課税されません。また、平成50年1月1日からは上記の20.315％の税率は下記の内容に変更される予定

です。

 

EDINET提出書類

ＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社(E12499)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 4/51



５【運用状況】（下記の内容に訂正します。）

（１）【投資状況】

（平成27年12月30日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 3,569,745,466 100.19

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― △6,835,004 △0.19

合計(純資産総額) 3,562,910,462 100.00

注：投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

 

［参考］親投資信託の投資状況

NN海外株式マザーファンド

（平成27年12月30日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

株式 アメリカ 2,862,375,420 61.56

 イギリス 354,486,771 7.62

 スイス 278,077,861 5.98

 ドイツ 237,012,854 5.10

 オーストラリア 142,439,631 3.06

 シンガポール 118,718,656 2.55

 フィンランド 107,326,270 2.31

 カナダ 102,271,438 2.20

 フランス 95,651,843 2.06

 オランダ 87,833,485 1.89

 イスラエル 68,814,670 1.48

 ニュージーランド 45,018,204 0.97

 香港 38,314,944 0.82

 ジャージー 23,442,349 0.50

 小計 4,561,784,396 98.11

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 87,683,578 1.89

合計(純資産総額) 4,649,467,974 100.00

注：投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。
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（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】（平成27年12月30日現在）

　 イ)主要投資銘柄

銘柄 業種 数量 簿価単価 簿価金額 評価単価 評価金額 投資比率

  口 円 円 円 円 ％

NN海外株式マザーファンド － 1,823,717,925 2.0423 3,724,579,119 1.9574 3,569,745,466 100.19

注：投資比率は、純資産総額に対する各銘柄の評価額比率です。

 

　 ロ)種類別構成比率

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 100.19

合計 100.19

 

②【投資不動産物件】

　　該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】

　　該当事項はありません。
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〔参考〕親投資信託の投資状況

NN海外株式マザーファンド

①投資有価証券の主要銘柄（平成27年12月30日現在）

イ)主要投資銘柄（上位30銘柄）

種類 国名 銘柄名 通貨 業種 数量 簿価単価 簿価金額 評価単価 評価金額 投資比率

      円 円 円 円 ％

株式 アメリカ GENERAL ELECTRIC CO USD 資本財 37,000 3,663.20 135,538,443 3,772.68 139,589,190 3.00

株式 アメリカ JOHNSON & JOHNSON USD
医薬品・バイオテクノロ
ジー

11,000 12,320.95 135,530,516 12,547.05 138,017,641 2.97

株式 アメリカ PFIZER INC USD
医薬品・バイオテクノロ
ジー

31,692 4,009.31 127,063,142 3,959.62 125,488,477 2.70

株式 アメリカ INTEL CORP USD 半導体・半導体製造装置 28,300 4,139.68 117,153,185 4,274.41 120,966,041 2.60

株式 アメリカ
PHILIP MORRIS
INTERNAIONAL

USD 食品・飲料・タバコ 11,200 10,469.44 117,257,729 10,777.70 120,710,347 2.60

株式 アメリカ
BERKSHIRE HATHAWAY
INC-CL B

USD 各種金融 7,200 16,321.44 117,514,419 16,178.62 116,486,103 2.51

株式 アメリカ GILEAD SCIENCES INC USD
医薬品・バイオテクノロ
ジー

9,100 12,529.23 114,015,995 12,466.24 113,442,871 2.44

株式 イギリス
BRITISH AMERICAN
TOBACCO PLC

GBP 食品・飲料・タバコ 15,500 6,903.55 107,005,029 6,804.36 105,467,685 2.27

株式 カナダ
TORONTO-DOMINION
BANK

CAD 銀行 21,202 4,741.32 100,525,559 4,823.66 102,271,438 2.20

株式 アメリカ DELTA AIR LINES INC USD 運輸 16,100 5,826.36 93,804,469 6,292.22 101,304,801 2.18

株式 ドイツ
MUENCHENER RUECKVER
AG-REG

EUR 保険 4,100 24,120.73 98,895,023 24,588.28 100,811,956 2.17

株式 イギリス
IMPERIAL TOBACCO
GROUP PLC

GBP 食品・飲料・タバコ 15,500 6,347.70 98,389,443 6,464.68 100,202,614 2.16

株式 アメリカ CA INC USD ソフトウェア・サービス 27,900 3,396.83 94,771,638 3,539.90 98,763,308 2.12

株式 アメリカ PPL CORPORATION USD 公益事業 23,700 4,020.27 95,280,436 4,153.80 98,445,259 2.12

株式 スイス
PARTNERS GROUP
HOLDING AG

CHF 各種金融 2,200 44,124.74 97,074,432 44,476.32 97,847,904 2.10

株式 アメリカ GENERAL MOTORS CO USD 自動車・自動車部品 23,300 4,359.09 101,566,948 4,161.04 96,952,348 2.09

株式 アメリカ VALERO ENERGY CORP USD エネルギー 11,300 8,806.60 99,514,598 8,574.16 96,888,063 2.08

株式 スイス ACTELION LTD-REG CHF
医薬品・バイオテクノロ
ジー

5,680 16,925.40 96,136,325 17,012.80 96,632,704 2.08

株式 アメリカ FOOT LOCKER INC USD 小売 12,100 7,883.48 95,390,137 7,922.87 95,866,738 2.06

株式 フランス VINCI S.A. EUR 資本財 12,200 7,949.96 96,989,543 7,840.31 95,651,843 2.06

株式 アメリカ
STANLEY BLACK &
DECKER INC

USD 資本財 7,300 12,948.67 94,525,305 13,016.23 95,018,488 2.04

株式 アメリカ WESTERN UNION CO USD ソフトウェア・サービス 41,600 2,269.59 94,415,292 2,222.84 92,470,240 1.99

株式 アメリカ AVNET INC USD
テクノロジー製品および
機器

17,100 5,453.58 93,256,386 5,314.07 90,870,710 1.95

株式 アメリカ
CF INDUSTRIES
HOLDINGS INC

USD 素材 17,500 5,475.89 95,828,211 5,142.81 89,999,182 1.94

株式 ドイツ
PROSIEBENSAT.1
MEDIA SE

EUR メディア 14,100 6,406.38 90,329,983 6,232.72 87,881,366 1.89

株式 スイス SWISS RE AG CHF 保険 6,900 11,613.68 80,134,425 12,115.54 83,597,253 1.80

株式 アメリカ WELLTOWER INC USD 不動産 9,100 7,511.59 68,355,476 8,262.99 75,193,219 1.62

株式 シンガポール
UNITED OVERSEAS
BANK LTD

SGD 銀行 44,400 1,703.17 75,620,963 1,672.79 74,271,880 1.60

株式 アメリカ
NEW YORK COMMUNITY
BANCORP

USD 銀行 35,800 1,923.72 68,869,516 2,017.80 72,237,430 1.55

株式
オーストラリ

ア
FLIGHT CENTRE
TRAVEL GROUP L

AUD 消費者サービス 20,300 3,173.03 64,412,566 3,473.71 70,516,500 1.52

注1:投資比率は、純資産総額に対する各銘柄の評価額比率です。

注2:評価額組入上位30銘柄について記載しています。

EDINET提出書類

ＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社(E12499)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 7/51



ロ) 業種（種類）別構成比率

種類 国内／外国 業種
投資比率

（％）

株式 外国 エネルギー 6.32

  素材 4.14

  資本財 7.10

  商業・専門サービス 0.71

  運輸 3.67

  自動車・自動車部品 2.62

  耐久消費財・アパレル 1.16

  消費者サービス 2.58

  メディア 1.89

  小売 3.89

  食品・飲料・タバコ 9.01

  ヘルスケア機器・サービス 1.07

  医薬品・バイオテクノロジー 11.23

  銀行 7.10

  各種金融 5.12

  保険 6.44

  不動産 4.61

  ソフトウェア・サービス 5.82

  テクノロジー製品および機器 4.27

  電気通信サービス 1.91

  公益事業 4.86

  半導体・半導体製造装置 2.60

合計   98.11

 

②投資不動産物件

該当事項はありません。

 

③その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。
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（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

期別
純資産総額（百万円） 1口当たり純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第6計算期間末 (平成18年 5月17日) 1,106 1,126 0.9455 0.9623

第7計算期間末 (平成19年 5月17日) 1,644 1,672 1.2266 1.2470

第8計算期間末 (平成20年 5月19日) 1,575 1,575 1.0345 1.0345

第9計算期間末 (平成21年 5月18日) 1,028 1,028 0.5786 0.5786

第10計算期間末 (平成22年 5月17日) 1,388 1,388 0.6931 0.6931

第11計算期間末 (平成23年 5月17日) 1,639 1,639 0.7382 0.7382

第12計算期間末 (平成24年 5月17日) 1,628 1,628 0.6640 0.6640

第13計算期間末 (平成25年 5月17日) 2,734 2,734 1.0521 1.0521

第14計算期間末 (平成26年 5月19日) 2,995 3,061 1.1438 1.1688

第15計算期間末 (平成27年 5月18日) 3,730 3,797 1.3992 1.4242

第16期中間期末 (平成27年11月18日) 3,607 ― 1.3449 ―

 平成26年12月末日 3,687 ― 1.3788 ―

 平成27年 1月末日 3,494 ― 1.3055 ―

 　　　　 2月末日 3,702 ― 1.3818 ―

 　　　　 3月末日 3,678 ― 1.3725 ―

 　　　　 4月末日 3,742 ― 1.4008 ―

 　　　　 5月末日 3,878 ― 1.4332 ―

 　　　　 6月末日 3,755 ― 1.3892 ―

 　　　　 7月末日 3,864 ― 1.4279 ―

 　　　　 8月末日 3,516 ― 1.3060 ―

 　　　　 9月末日 3,278 ― 1.2162 ―

 　　　　10月末日 3,659 ― 1.3562 ―

 　　　　11月末日 3,618 ― 1.3490 ―

 　　　　12月末日 3,562 ― 1.3264 ―

注：直近10計算期間について記載しています。
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②【分配の推移】

期 計算期間 1万口当たりの分配金（円）

第6期 平成17年 5月18日～平成18年 5月17日 180

第7期 平成18年 5月18日～平成19年 5月17日 220

第8期 平成19年 5月18日～平成20年 5月19日 0

第9期 平成20年 5月20日～平成21年 5月18日 0

第10期 平成21年 5月19日～平成22年 5月17日 0

第11期 平成22年 5月18日～平成23年 5月17日 0

第12期 平成23年 5月18日～平成24年 5月17日 0

第13期 平成24年 5月18日～平成25年 5月17日 0

第14期 平成25年 5月18日～平成26年 5月19日 250

第15期 平成26年 5月20日～平成27年 5月18日 250

第16期中間 平成27年 5月19日～平成27年11月18日 ―

注：直近10計算期間について記載しています。
 

③【収益率の推移】

期 計算期間 収益率（％）

第6期 平成17年 5月18日～平成18年 5月17日 21.73

第7期 平成18年 5月18日～平成19年 5月17日 31.89

第8期 平成19年 5月18日～平成20年 5月19日 △15.66

第9期 平成20年 5月20日～平成21年 5月18日 △44.07

第10期 平成21年 5月19日～平成22年 5月17日 19.79

第11期 平成22年 5月18日～平成23年 5月17日 6.51

第12期 平成23年 5月18日～平成24年 5月17日 △10.05

第13期 平成24年 5月18日～平成25年 5月17日 58.45

第14期 平成25年 5月18日～平成26年 5月19日 11.09

第15期 平成26年 5月20日～平成27年 5月18日 24.51

第16期中間 平成27年 5月19日～平成27年11月18日 △3.88

(注1)直近10計算期間について記載しています。

(注2)各計算期間の収益率は、計算期間末の基準価額（分配落ち）に当該計算期間の分配金を加算し、当該計

算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落ち。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した

額を前期末基準価額で除して得た数に100を乗じた数です。
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（４）【設定及び解約の実績】

期 計算期間 設定口数（口） 解約口数（口）

第6期 平成17年 5月18日～平成18年 5月17日 217,484,839 168,978,917

第7期 平成18年 5月18日～平成19年 5月17日 189,761,245 19,556,071

第8期 平成19年 5月18日～平成20年 5月19日 191,177,894 8,754,879

第9期 平成20年 5月20日～平成21年 5月18日 265,056,752 11,561,880

第10期 平成21年 5月19日～平成22年 5月17日 233,175,046 6,698,493

第11期 平成22年 5月18日～平成23年 5月17日 230,751,063 12,521,555

第12期 平成23年 5月18日～平成24年 5月17日 242,726,573 12,050,000

第13期 平成24年 5月18日～平成25年 5月17日 159,344,249 12,817,561

第14期 平成25年 5月18日～平成26年 5月19日 69,228,186 48,900,000

第15期 平成26年 5月20日～平成27年 5月18日 96,657,935 49,455,241

第16期中間 平成27年 5月19日～平成27年11月18日 50,197,818 33,865,195

注：直近10計算期間について記載しています。
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参考情報
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第２【管理及び運営】

２【換金（解約）手続等】

＜訂正前＞

●委託会社のホームページ

アドレス http://www.nnip.co.jp/

 

＜訂正後＞

●委託会社のホームページ

アドレス www.nnip.co.jp

 

３【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

＜訂正前＞

●委託会社のホームページ

アドレス http://www.nnip.co.jp/

 

＜訂正後＞

●委託会社のホームページ

アドレス www.nnip.co.jp
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第３【ファンドの経理状況】

原届出書に追加される内容のみ記載しております。

 

当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年

大蔵省令第38号）（以下「中間財務諸表等規則」という）並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定に

より、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）（以下「投資信託財産計算規

則」という）に基づいて作成しております。

また、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

当ファンドは、第16期中間計算期間（平成27年5月19日から平成27年11月18日まで）の中間財務諸表につ

いて、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本有限責任監査法人による中間監査を受け

ております。
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【中間財務諸表】

NN海外株式オープン

（１）【中間貸借対照表】

 （単位：円）

 第16期中間計算期間末
(平成27年11月18日現在)

資産の部  
流動資産  

コール・ローン 31,225,082

親投資信託受益証券 3,607,640,686

未収利息 8

流動資産合計 3,638,865,776

資産合計 3,638,865,776

負債の部  
流動負債  

未払収益分配金 －

未払受託者報酬 1,997,936

未払委託者報酬 28,970,011

その他未払費用 199,734

流動負債合計 31,167,681

負債合計 31,167,681

純資産の部  
元本等  

元本 2,682,489,958

剰余金  
中間剰余金又は中間欠損金（△） 925,208,137

（分配準備積立金） 1,563,006,466

元本等合計 3,607,698,095

純資産合計 3,607,698,095

負債純資産合計 3,638,865,776
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

 （単位：円）

 
第16期中間計算期間
自　平成27年５月19日
至　平成27年11月18日

営業収益  
受取利息 33

有価証券売買等損益 △113,616,437

営業収益合計 △113,616,404

営業費用  
受託者報酬 1,997,936

委託者報酬 28,970,011

その他費用 199,734

営業費用合計 31,167,681

営業利益又は営業損失（△） △144,784,085

経常利益又は経常損失（△） △144,784,085

中間純利益又は中間純損失（△） △144,784,085

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
△69,501

期首剰余金又は期首欠損金（△） 1,064,444,560

剰余金増加額又は欠損金減少額 18,992,321

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
－

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
18,992,321

剰余金減少額又は欠損金増加額 13,514,160

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
13,514,160

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
－

分配金 －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 925,208,137
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.運用資産の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券

基準価額で評価しております。

  
２.収益及び費用の計上基準 有価証券売買等損益の計上基準

約定日基準で計上しております。

  
３.その他 当ファンドの計算期間は、前期末が休日のため平成27年 5月19日から平成28年 5

月17日までとなっております。なお、当該中間計算期間は、平成27年 5月19日から

平成27年11月18日となっております。

  

（中間貸借対照表に関する注記）

第16期中間計算期間末

(平成27年11月18日現在)

１. 中間計算期間の末日における受益権の総数

   2,682,489,958口

２. 中間計算期間の末日における1単位当たりの純資産の額

  1口当たり純資産額 1.3449円

  (10,000口当たり純資産額) (13,449円)

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

第16期中間計算期間末

（平成27年11月18日現在）

１.中間貸借対照表計上額、時価及びその差額

当ファンドの保有する金融商品は原則としてすべて時価評

価しているため、中間貸借対照表計上額と時価との差額はあ

りません。

２.時価の算定方法

○親投資信託受益証券

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)に記載している

ため省略しております。

○コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ

等しいことから、当該帳簿価額によっております。

３.金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場

価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており

ます。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することもあります。

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。
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（元本の移動）

第16期中間計算期間

自 平成27年 5月19日

至 平成27年11月18日

期首元本額 2,666,157,335円

期中追加設定元本額 50,197,818円

期中一部解約元本額 33,865,195円

 

（参考）

当ファンドは「ＮＮ海外株式マザーファンド」の受益証券を主要投資対象としており、中間貸借対照表の資産の部

に計上された 「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券です。

尚、同親投資信託の状況は次の通りです。

また、以下に記載した情報は、監査の対象外であります。

ＮＮ海外株式マザーファンド

貸借対照表

 （単位：円）

 (平成27年11月18日現在)

資産の部  

流動資産  
預金 75,900,952

コール・ローン 43,522,241

株式 4,636,201,627

未収入金 35,835,029

未収配当金 7,717,435

未収利息 11

流動資産合計 4,799,177,295

資産合計 4,799,177,295

負債の部  

流動負債  
未払金 60,825,213

未払解約金 6,894,000

流動負債合計 67,719,213

負債合計 67,719,213

純資産の部  

元本等  
元本 2,388,635,748

剰余金  
期末剰余金又は期末欠損金（△） 2,342,822,334

元本等合計 4,731,458,082

純資産合計 4,731,458,082

負債純資産合計 4,799,177,295
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注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.運用資産の評価基準及び評価方法 株式

原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、市場価額のある有価証券については、その最終相場(計算

日に最終相場のない場合には、直近の日の最終相場)で評価しております。

２.外貨建資産・負債の本邦通貨への換

算基準

信託財産に属する外貨建資産・負債の円換算は、原則として、我が国における計算

期間末日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算しております。

３.収益及び費用の計上基準 （１）受取配当金の計上基準

原則として、配当落ち日において確定配当金額又は予想配当金額を計上しており

ます。

 （２）有価証券売買等損益及び為替差損益の計上基準

 約定日基準で計上しております。

（貸借対照表に関する注記）

(平成27年11月18日現在)

 計算期間の末日における1単位当たりの純資産の額

  1口当たり純資産額 1.9808円

  (10,000口当たり純資産額) (19,808円)

（その他の注記）

(平成27年11月18日現在)

子ファンドの期首 平成27年 5月19日

期首元本額 2,460,949,668円

対象期間中の追加設定元本額 67,115,867円

対象期間中の一部解約元本額 139,429,787円

期末元本額 2,388,635,748円

平成27年11月18日現在の元本の内訳※  
ＮＮグローバルバランスオープン（安定投資型） 314,388円

ＮＮグローバルバランスオープン（分散投資型） 1,567,117円

ＮＮグローバルバランスオープン（積極投資型） 2,770,747円

ＮＮ海外株式オープン 1,821,304,870円

ＮＮ海外株式ファンドＶＡ（適格機関投資家専用） 386,930,483円

ＮＮグローバルバランスファンドＶＡ（株２５型）（適格機関投資家専用） 41,329,433円

ＮＮグローバルバランスファンドＶＡ（株５０型）（適格機関投資家専用） 42,414,715円

ＮＮグローバルバランスファンドＶＡ（株７０型）（適格機関投資家専用） 92,003,995円

※ 当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額
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２【ファンドの現況】（訂正後の内容のみ記載しております。）

 

【純資産額計算書】平成27年12月30日

 

Ⅰ　資産総額 3,569,823,523円

Ⅱ　負債総額 6,913,061円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 3,562,910,462円

Ⅳ　発行済口数 2,686,062,465口

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.3264円

　　（1万口当たり純資産額） （13,264円）

 

（参考）

「NN海外株式マザーファンド」の純資産額計算書

 

Ⅰ　資産総額 4,649,467,974円

Ⅱ　負債総額 ―円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 4,649,467,974円

Ⅳ　発行済口数 2,375,389,002口

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.9574円

　　（1万口当たり純資産額） （19,574円）
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

（1）資本金の額（平成27年6月末現在）

 

＜訂正後＞

（1）資本金の額（平成27年12月末現在）

 

２【事業の内容及び営業の概況】（下記の内容に訂正します。）

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定

を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者として投資運用業を行っています。また「金

融商品取引法」に定める投資助言業および第一種金融商品取引業を行っています。

平成27年12月末現在委託会社の運用する証券投資信託は次の通りです。ただし、親投資信託を除きます。

種類 本数 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 37 329,764

合計 37 329,764
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３【委託会社等の経理状況】（下記の内容に訂正します。）

（1）委託会社であるNNインベストメント・パートナーズ株式会社（以下「委託会社」という）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財

務諸表等規則」という）ならびに同規則第2条の規定に基づき「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。また、委託会社の中間財務諸表は、「中

間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）ならびに同規則

第38条および第57条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52

号）に基づいて作成しております。

 

（2）法令の規定に基づき、委託会社の財務諸表については新日本有限責任監査法人の監査を受けており

ます。また、第17期事業年度に係る中間会計期間（自　平成27年4月1日　至　平成27年9月30日）の中

間財務諸表については新日本有限責任監査法人の中間監査を受けております。
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（１）【貸借対照表】

期別
第15期

（平成26年３月31日）
第16期

（平成27年３月31日）

科目 内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

（資産の部） 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

流動資産       

現金・預金  2,609,628   2,454,851  

有価証券  －   26,564  

立替金  1,135   471  

未収委託者報酬  243,382   253,324  

未収運用受託報酬  194,849   209,829  

未収投資助言報酬  267   105  

その他の未収収益  83,615   81,055  

前払費用  20,460   18,863  

繰延税金資産  23,956   24,977  

流動資産計  3,177,296 97.0  3,070,042 96.4

固定資産       

有形固定資産　※１  36,736   68,292  

建物附属設備 21,145   43,335   

器具備品 12,326   23,127   

リース資産 3,264   1,830   

無形固定資産  2,517   2,489  

ソフトウェア 2,517   2,489   

投資その他の資産  59,238   43,741  

長期差入保証金 59,238   43,243   

その他 －   497   

固定資産計  98,493 3.0  114,524 3.6

資産合計  3,275,789 100.0  3,184,566 100.0
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期別
第15期

（平成26年３月31日）
第16期

（平成27年３月31日）

科目 内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

（負債の部） 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

流動負債       

未払手数料  38,268   56,145  

未払投資顧問料  43,604   64,377  

未払投資助言料  1,662   1,783  

未払金  43,943   52,229  

未払費用  17,353   28,250  

リース債務  1,549   1,510  

未払法人税等  161,121   80,437  

未払消費税等  22,105   37,672  

預り金  45,970   78,193  

賞与引当金  21,925   26,914  

役員賞与引当金  7,841   10,351  

流動負債計  405,344 12.4  437,866 13.7

固定負債       

リース債務  3,768   2,077  

退職給付引当金  409,104   481,662  

役員退職慰労引当金  65,140   48,289  

固定負債計  478,013 14.6  532,028 16.7

負債合計  883,357 27.0  969,894 30.5

科目 内訳 金額 構成比 内訳 金額 構成比

（純資産の部） 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

株主資本       

資本金  480,000 14.7  480,000 15.1

資本剰余金       

資本準備金 1,390,000   1,390,000   

資本剰余金計  1,390,000 42.4  1,390,000 43.6

利益剰余金       

その他利益剰余金       

繰越利益剰余金 522,431   344,253   

利益剰余金計  522,431 15.9  344,253 10.8

株主資本合計  2,392,431 73.0  2,214,253 69.5

評価・換算差額等       

その他有価証券評価差額金  － －  418 0.0

評価・換算差額等合計  － －  418 0.0

純資産合計  2,392,431 73.0  2,214,671 69.5

負債純資産合計  3,275,789 100.0  3,184,566 100.0

 

EDINET提出書類

ＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社(E12499)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

24/51



（２）【損益計算書】

 
第15期

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

第16期
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

営業収益       

委託者報酬 916,912   916,862   

運用受託報酬 1,076,705   1,030,021   

投資助言報酬 3,755   303   

その他営業収益 216,700   320,587   

営業収益計  2,214,074 100.0  2,267,775 100.0

営業費用       

支払手数料  208,479   232,899  

支払投資顧問料  208,161   185,269  

支払投資助言料  6,444   7,081  

広告宣伝費  857   4,986  

調査費  128,626   120,447  

調査費 127,959   119,564   

図書費 667   882   

委託計算費  55,706   54,336  

業務委託費  6,189   6,361  

営業雑経費  34,132   94,724  

通信費 4,927   5,853   

印刷費 17,089   45,804   

協会費 5,401   6,041   

諸会費 1,872   910   

その他営業費用 4,841   36,114   

営業費用計  648,597 29.3  706,105 31.1

一般管理費       

給料  721,540   775,054  

役員報酬 62,971   51,011   

給料・手当 531,728   566,547   

賞与 101,472   85,575   

賞与引当金繰入額 21,925   26,914   

役員賞与 248   41,331   

役員賞与引当金繰入額 3,195   3,675   

福利厚生費  99,370   103,132  

交際費  4,786   7,049  

旅費交通費  15,392   23,354  

租税公課  11,170   10,656  

不動産賃借料  71,519   61,263  

退職給付費用  85,789   101,166  
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第15期

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

第16期
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 内訳 金額 百分比 内訳 金額 百分比

 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

役員退職慰労引当金繰入額  10,902   38,658  

固定資産減価償却費  15,571   16,624  

経営指導料  －   30,589  

監査費用  18,418   21,518  

諸経費  76,274   60,648  

一般管理費計  1,130,736 51.1  1,249,718 55.1

営業利益  434,740 19.6  311,951 13.8

営業外収益       

受取利息 456   467   

受取配当金 134   142   

為替換算差益 5,092   10,921   

雑益 47   －   

営業外収益計  5,730 0.3  11,531 0.5

営業外費用       

支払利息 153   115   

有価証券売却損 －   187   

雑損失 －   441   

営業外費用計  153 0.0  744 0.0

経常利益  440,318 19.9  322,738 14.2

特別利益       

移転補償金 －   28,150   

特別利益計  － －  28,150 1.2

特別損失       

固定資産除却損　※１ 135   19,140   

特別損失計  135 0.0  19,140 0.8

税引前当期純利益  440,182 19.9  331,747 14.6

法人税、住民税及び事業税  198,264 9.0  170,812 7.5

法人税等追徴額  26,878 1.2  － －

法人税等調整額  3,942 0.2  △1,226 △0.1

当期純利益  211,097 9.5  162,161 7.2
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

        （単位：千円）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・換算
差額等合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 480,000 1,390,000 1,390,000 311,334 311,334 2,181,334 － － 2,181,334

当期変動額          

剰余金の配当         －

当期純利益    211,097 211,097 211,097   211,097

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

        －

当期変動額合計 － － － 211,097 211,097 211,097 － － 211,097

当期末残高 480,000 1,390,000 1,390,000 522,431 522,431 2,392,431 － － 2,392,431

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

        （単位：千円）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・換算
差額等合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 480,000 1,390,000 1,390,000 522,431 522,431 2,392,431 － － 2,392,431

当期変動額          

剰余金の配当    △340,340 △340,340 △340,340   △340,340

当期純利益    162,161 162,161 162,161   162,161

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額）

      418 418 418

当期変動額合計 － － － △178,178 △178,178 △178,178 418 418 △177,760

当期末残高 480,000 1,390,000 1,390,000 344,253 344,253 2,214,253 418 418 2,214,671
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

(イ）リース資産以外の有形固定資産

　定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　６～18年

器具備品　　　　　４～20年

(ロ）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。

 

(2）無形固定資産

定額法により償却しております。なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における

利用可能期間（５年）による定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

従業員に支給する賞与の支払に充てるため、支払見込額の当期負担分を計上しております。

 

(2）役員賞与引当金

役員に支給する賞与の支払に充てるため、支払見込額の当期負担分を計上しております。

 

(3）退職給付引当金

従業員の退職金支給に充てるため、退職給付会計に関する実務指針に定める簡便法（退職金規

程等にもとづく期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により計上しております。

 

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

(1）外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第15期
（平成26年３月31日現在）

第16期
（平成27年３月31日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額
 

建物附属設備 50,849千円

器具備品 33,359千円

リース資産 4,154千円
 

 
建物附属設備 6,804千円

器具備品 25,425千円

リース資産 5,103千円
 

 

（損益計算書関係）

第15期
自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

第16期
自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

※１　固定資産除却損の内容は次のとおりであり

ます。

※１　固定資産除却損の内容は次のとおりであり

ます。
 

器具備品 135千円
 

 
建物附属設備 17,310千円

器具備品 1,645千円

リース資産 184千円
 

 

（株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

第15期（自平成25年４月１日至平成26年３月31日）

株式の種類
当事業年度期首

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

普通株式 9,350 － － 9,350

 

第16期（自平成26年４月１日至平成27年３月31日）

株式の種類
当事業年度期首

株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数
（株）

普通株式 9,350 － － 9,350

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年
６月30日

定時株主総会
普通株式 140,250 15,000.00 平成26年３月31日 平成26年７月１日

平成26年
12月24日

臨時株主総会
普通株式 200,090 21,400.00 平成26年９月30日 平成26年12月25日
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(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年
６月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 100,045 10,700.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

 

（リース取引関係）

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

①　有形固定資産

　人事総務部が主管するコピー機及びファックスであります。

 

(2）リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「１．固定資産の減価償却の方法」に記載の通りであります。

 

（金融商品に関する注記）

1．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社は、投資運用業及び投資助言・代理業、第一種金融商品取引業及び第二種金融商品取引業を行っ

ており、手数料収入から生じる余資運用については短期的な預金等に限定しております。積極的な運用

は行っていないため特に資金調達は行っておりません。またデリバティブ等の投機的な取引は行わない

方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から支払われる委託者に対する

報酬の未払い金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されていることから信用リスクはほと

んどないものと認識しております。また営業債権である未収運用受託報酬とその他未収収益の基礎とな

る預かり資産は、投資顧問業法に基づき受託銀行の固有財産と分別管理されており、未収運用受託報酬

とその他未収収益は当該信託財産の負債項目に計上されていることから信用リスクはほとんどないもの

と認識しております。

　国外拠点に対する外貨建ての債権債務に関しては、決済日から決済されるまで最長6ヶ月間の為替変

動によるリスクに晒されております。

2．金融商品の時価等に関する事項

　前事業年度末（平成26年３月31日）

  （単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金・預金 2,609,628 2,609,628 －

(2）未収委託者報酬 243,382 243,382 －

(3）未収運用受託報酬 194,849 194,849 －

(4）その他未収収益 83,615 83,615 －

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1）現金・預金、(2）未収委託者報酬、(3）未収運用受託報酬、ならびに(4）その他未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっており

ます。
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（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

  （単位：千円）

 １年以内 １年超

(1）現金・預金 2,609,628 －

(2）未収委託者報酬 243,382 －

(3）未収運用受託報酬 194,849 －

(4）その他未収収益 83,615 －

合計 3,131,476 －

 

当事業年度末（平成27年３月31日）

  （単位：千円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金・預金 2,454,851 2,454,851 －

(2）未収委託者報酬 253,324 253,324 －

(3）未収運用受託報酬 209,829 209,829 －

(4）その他未収収益 81,055 81,055 －

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1）現金・預金、(2）未収委託者報酬、(3）未収運用受託報酬、ならびに(4）その他未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっており

ます。

（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額

  （単位：千円）

 １年以内 １年超

(1）現金・預金 2,454,851 －

(2）未収委託者報酬 253,324 －

(3）未収運用受託報酬 209,829 －

(4）その他未収収益 81,055 －

合計 2,999,059 －

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（平成26年３月31日）

　該当ありません。

 

当事業年度（平成27年３月31日）

区分 貸借対照表計上額（千円） 取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの    

投資信託 25,601 25,000 601

小計 25,601 25,000 601

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの    

投資信託 963 1,000 △36

小計 963 1,000 △36

合計 26,564 26,000 564
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２．事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度末（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

　該当ありません。

 

当事業年度末（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

区分 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

投資信託 20,759 21 208

合計 20,759 21 208

 

（退職給付関係）

前事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として、会社設立時より退職一時金制度を設けております。

　なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算して

おります。

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 343,232 千円

退職給付費用 85,789 千円

退職給付の支払額 19,916 千円

退職給付引当金の期末残高 409,104 千円

 

(2）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 85,789 千円

 

当事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として、会社設立時より退職一時金制度を設けております。

　なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算して

おります。

 

２．簡便法を適用した確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 409,104 千円

退職給付費用 101,166 千円

退職給付の支払額 28,609 千円

退職給付引当金の期末残高 481,662 千円

 

(2）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 101,166 千円
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（税効果会計関係）

第15期
（平成26年３月31日現在）

第16期
（平成27年３月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳
 

賞与引当金 7,814千円

退職給付引当金 145,804

役員退職慰労引当金 23,215

未払費用 6,184

未払事業税 9,957

資産除去債務 2,506

その他 4,116

繰延税金資産小計 199,600

評価性引当額 △175,643

繰延税金資産合計 23,956

繰延税金資産の純額 23,956
  

 

 
繰延税金資産  

 賞与引当金 8,897千円

 退職給付引当金 155,576

 役員退職慰労引当金 15,597

 未払費用 9,339

 未払事業税 6,400

 資産除去債務 357

 その他 4,275

 繰延税金資産小計 200,446

 評価性引当額 △175,262

繰延税金資産合計 25,183

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △206

繰延税金負債合計 △206

 繰延税金資産の純額 24,977
   

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間の差異の原因となった主要な

項目別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間の差異の原因となった主要な

項目別内訳
 

 （％）

法定実効税率 38.0

（調整）  

評価性引当額の増減 6.7

交際費等永久に損金に算入
されない項目

1.4

住民税均等割 0.2

前期確定申告差異 △0.0

法人税等追徴額 6.1

税率変更による期末繰延税

金資産の減額修正
0.3

その他 △0.8

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

52.0

 

 
 （％）

法定実効税率 35.6

（調整）  

評価性引当額の増減 5.3

交際費等永久に損金に算入
されない項目

9.9

住民税均等割 0.3

前期確定申告差異 0.4

税率変更による期末繰延税

金資産の減額修正
0.6

その他 △1.0

税効果会計適用後の法人税
等の負担率

51.1
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第15期
（平成26年３月31日現在）

第16期
（平成27年３月31日現在）

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及

び繰延税金負債の金額の修正

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及

び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平

成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公

布され、平成26年４月１日以後に開始する事

業年度から復興特別法人税が課されないこと

になりました。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は、平成26年４月１日に開始する事業年度

に解消が見込まれる一時差異については従来

の38.0％から35.6％になります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額

が1,593千円減少し、法人税等調整額が1,593

千円増加しております。

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平

成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公

布され、平成26年４月１日以後に開始する事

業年度から法人税率等の引下げ等が行われる

こととなりました。これに伴い、繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の35.6％から平成27年４月１日

に開始する事業年度に解消が見込まれる一時

差異については33.1％に、平成28年４月１日

に開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異については、32.3％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額

（繰延税金負債の金額を控除した金額）は

1,949千円減少し、法人税等調整額が1,965千

円、その他有価証券評価差額金が16千円、そ

れぞれ増加しております。

 

（資産除去債務関係）

第15期
（平成26年３月31日現在）

第16期
（平成27年３月31日現在）

記載すべき重要な事項はありません。 記載すべき重要な事項はありません。

 

（セグメント情報等）

［セグメント情報］

当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

［関連情報］

１．商品及びサービスのごとの情報

単一の商品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が当事業年度損益計算書の営業収益の

90％を超えるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）営業収益

前事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

    （単位：千円）

日本 アジア 欧州 米州 合計

1,044,640 3,842 154,968 93,710 1,297,162

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

なお、委託者報酬916,912千円については、制度上、顧客情報を知りえないため、含まれ

ておりません。
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当事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

    （単位：千円）

日本 アジア 欧州 米州 合計

1,030,325 － 191,525 129,062 1,350,913

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

なお、委託者報酬916,862千円については、制度上、顧客情報を知りえないため、含まれ

ておりません。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が当事業年度貸借対照表の有形固定資産の金額の

90％を超えるため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

前事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

  （単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント

アイエヌジー生命保険株式会社 964,962 資産運用業

（注）なお、委託者報酬については、制度上、顧客情報を知りえないため、記載を省略しており

ます。

 

当事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

  （単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント

アイエヌジー生命保険株式会社 962,759 資産運用業

（注）アイエヌジー生命保険株式会社は平成27年４月１日にエヌエヌ生命保険株式会社に社名変

更しました。

なお、委託者報酬については、制度上、顧客情報を知りえないため、記載を省略しており

ます。

 

［報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報］

該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報］

該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報］

該当事項はありません。
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関連当事者情報

１．関連当事者との取引

前事業年度（自平成25年４月１日　至平成26年３月31日）

(ア）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

（千円）
科目

期末残高
（千円）

役員の
兼任等

事業上
の関係

同一の親会社を
持つ会社

アイエヌジー ア
セットマネジメン
ト

オランダ、
ハーグ

11,375
ユーロ

投資
顧問業

なし なし
運用
委託

業務受託
報酬の受
取

196,149
未収
入金

79,584

同一の親会社を
持つ会社

アイエヌジー生命
保険（株）

東京都
千代田区

324億円 保険業 なし なし
投資
顧問

運用受託
報酬の受
取

964,962
未収
入金

155,030

（注）(1）上記(ア）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

(2）取引条件及び取引条件の決定方針等

1．投資顧問料の受取については当社との間で締結された投資顧問契約に記載された料率に基づいて計算してお

ります。

2．業務受託に関する報酬の受取については当社との間で締結された業務委託契約に基づき計算しております。

 

当事業年度（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）

(ア）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

（千円）
科目

期末残高
（千円）

役員の
兼任等

事業上
の関係

同一の親会社を
持つ会社

アイエヌジー ア
セットマネジメン
ト

オランダ、
ハーグ

11,375
ユーロ

投資
顧問業

なし なし
運用
委託

業務受託
報酬の受
取

263,439
未収
入金

75,123

同一の親会社を
持つ会社

アイエヌジー生命
保険（株）

東京都
千代田区

324億円 保険業 なし なし
投資
顧問

運用受託
報酬の受
取

962,759
未収
入金

174,969

（注）(1）上記(ア）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

(2）取引条件及び取引条件の決定方針等

1．投資顧問料の受取については当社との間で締結された投資顧問契約に記載された料率に基づいて計算してお

ります。

2．業務受託に関する報酬の受取については当社との間で締結された業務委託契約に基づき計算しております。

(3）アイエヌジー アセットマネジメントは平成27年４月７日にNNIPアセット・マネジメントに、アイエヌジー生

命保険株式会社は平成27年４月１日にエヌエヌ生命保険株式会社にそれぞれ社名変更しました。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

ING Groep N.V.（アムステルダム証券取引所、ニューヨーク証券取引所に上場）

NN Group N.V.（アムステルダム証券取引所に上場）

ING Insurance Eurasia N.V.（非上場）

ING Investment Management Holdings N.V.（非上場）

 

ING Insurance Eurasia N.V.は平成27年４月１日にNN Insurance Eurasia N.V.に、ING Investment Management

Holdings N.V.は平成27年４月７日にNN Investment Partners Holdings N.V.にそれぞれ社名変更しました。

 

（１株当たり情報）

第15期
自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

第16期
自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

 
１株当たり純資産額 255,875円04銭

１株当たり当期純利益金額 22,577円22銭
 

 
１株当たり純資産額 236,863円26銭

１株当たり当期純利益金額 17,343円49銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。
 

第15期
自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

当期純利益（千円） 211,097

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式にかかる当期純利益
（千円）

211,097

普通株式の期中平均株式数（株） 9,350
 

 

第16期
自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

当期純利益（千円） 162,161

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式にかかる当期純利益
（千円）

162,161

普通株式の期中平均株式数（株） 9,350
 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

    （単位：千円）

第17期中間会計期間末
（平成27年９月30日現在）

資産の部 負債の部

科目 金額 構成比 科目 金額 構成比

  ％   ％

流動資産   流動負債   

現金・預金 2,381,088  預り金 26,709  

有価証券 926  未払金 56,493  

前払費用 26,742  未払手数料 65,143  

未収委託者報酬 244,335  未払投資顧問料 50,946  

未収運用受託報酬 206,135  未払投資助言料 1,778  

未収投資助言報酬 105  未払費用 31,319  

その他の未収収益 212,944  リース債務 2,545  

繰延税金資産 43,936  未払法人税等 97,440  

その他 1,185  未払消費税等　※２ 13,026  

流動資産合計 3,117,399 96.4 賞与引当金 80,742  

固定資産   役員賞与引当金 42,642  

有形固定資産　※１ 69,706  流動負債合計 468,787 14.5

無形固定資産 2,117  固定負債   

投資その他の資産 42,992  リース債務 9,494  

長期差入保証金 42,992  退職給付引当金 492,562  

固定資産合計 114,815 3.6 役員退職慰労引当金 55,861  

   固定負債合計 557,918 17.3

   負債合計 1,026,705 31.8

   純資産の部

   科目 金額 構成比

     ％

   株主資本   

   資本金 480,000 14.9

   資本剰余金 1,390,000 43.0

   資本準備金 1,390,000  

   利益剰余金 335,559 10.4

   その他利益剰余金   

   繰越利益剰余金 335,559  

   株主資本合計 2,205,559 68.2

   評価・換算差額等   

   その他有価証券評価差額金 △49 △0.0

   評価・換算差額等合計 △49 △0.0

   純資産合計 2,205,509 68.2

資産合計 3,232,215 100.0 負債純資産合計 3,232,215 100.0
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（２）中間損益計算書

  （単位：千円）

第17期中間会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

科目 金額 百分比

  ％

営業収益   

委託者報酬 523,498  

運用受託報酬 514,203  

投資助言報酬 127  

その他営業収益 211,247  

営業収益合計 1,249,076 100.0

営業費用・一般管理費   

営業費用   

支払手数料 188,923  

支払投資顧問料 102,039  

支払投資助言料 3,695  

その他営業費用 179,353  

一般管理費　※１ 619,497  

営業費用・一般管理費合計 1,093,509 87.5

営業利益 155,566 12.5

営業外収益　※２ 272 0.0

営業外費用　※３ 1,015 0.1

経常利益 154,822 12.4

特別損失　※４ 1,381 0.1

税引前中間純利益 153,441 12.3

法人税、住民税及び事業税 80,819 6.5

法人税等調整額 △18,728 △1.5

法人税等合計 62,091 5.0

中間純利益 91,350 7.3
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（３）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

        （単位：千円）

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

評価・換算
差額等合計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当期首残高 480,000 1,390,000 1,390,000 344,253 344,253 2,214,253 418 418 2,214,671

当中間期変動額          

剰余金の配当    △100,045 △100,045 △100,045   △100,045

中間純利益    91,350 91,350 91,350   91,350

株主資本以外の
項目の当期中間
期変動額（純
額）

      △467 △467 △467

当中間期変動額合
計

－ － － △8,694 △8,694 △8,694 △467 △467 △9,161

当中間期末残高 480,000 1,390,000 1,390,000 335,560 335,560 2,205,559 △49 △49 2,205,509
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注記事項

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

(イ）リース資産以外の有形固定資産

定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備　　　　　６～18年

器具備品　　　　　　　４～20年

(ロ）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっております。

(2）無形固定資産

定額法により償却しております。なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５

年）による定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

従業員に支給する賞与の支払に充てるため、支払見込額の当中間期負担分を計上しております。

(2）役員賞与引当金

役員に支給する賞与の支払に充てるため、支払見込額の当中間期負担分を計上しております。

(3）退職給付引当金

従業員の退職金支給に充てるため、退職給付会計に関する実務指計（中間報告）（日本公認会計士協会　会計制度

委員会報告第13号）に定める簡便法（退職金規程等に基づく中間期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法）により計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

(1）外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（中間貸借対照表関係）

第17期中間会計期間末（平成27年９月30日現在）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

建物附属設備 10,561千円

器具備品 28,590千円

※２　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、「未払消費税等」として表示しております。

 

（中間損益計算書関係）

第17期中間会計期間（自平成27年４月１日至平成27年９月30日）

※１　減価償却実施額

有形固定資産 7,308千円

無形固定資産 372千円

※２　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 207千円

※３　営業外費用のうち主要なもの

為替差損 679千円

有価証券売却損 219千円

※４　特別損失のうち主要なもの

リース資産除却損 1,381千円

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

第17期中間会計期間（自平成27年４月１日至平成27年９月30日）

株式の種類
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 9,350 － － 9,350

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年８月27日
臨時株主総会

普通株式 100,045 10,700.00 平成27年３月31日 平成27年８月27日

 

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年12月21日
臨時株主総会

普通株式 利益剰余金 249,645 26,700.00 平成27年９月30日 平成27年12月22日

 

（リース取引関係）

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

①　有形固定資産

　人事総務部が主管するコピー機であります。

(2）リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「１．固定資産の減価償却の方法」に記載の通りであります。
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（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

　平成27年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）参照）。

   （単位：千円）

 
中間貸借対照表計上額

（＊）
時価 差額

(1）現金・預金 2,381,088 2,381,088 －

(2）未収委託者報酬 244,335 244,335 －

(3）未収運用受託報酬 206,135 206,135 －

(4）その他の未収収益 212,944 212,944 －

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1）現金・預金、(2）未収委託者報酬、(3）未収運用受託報酬、ならびに(4）その他の未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。

（注２）長期差入保証金（中間貸借対照表計上額　42,992千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見

積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりませ

ん。

 

（資産除去債務関係）

記載すべき重要な事項はありません。
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（セグメント情報等）

［セグメント情報］

　当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

［関連情報］

１．商品及びサービスごとの情報

　単一の商品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省

略しております。

２．地域ごとの情報

(1）営業収益

   （単位：千円）

日本 欧州 米州 合計

514,331 113,112 98,134 725,578

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しております。

なお、委託者報酬523,498千円については、制度上、顧客情報を知りえないため、含まれておりません。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

  （単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント

エヌエヌ生命保険株式会社 483,857 資産運用業

（注）なお、委託者報酬については、制度上、顧客情報を知りえないため、記載を省略しております。

 

［報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報］

　該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報］

　該当事項はありません。

 

［報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報］

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 235,883円38銭

１株当たり中間純利益金額 9,770円15銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

（注）１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

中間純利益 91,350千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株主にかかる中間純利益 91,350千円

普通株式の期中平均株式数 9,350株

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】（下記の内容に訂正します。）

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

（1）受託銀行

名称 資本金の額

（平成27年12月末日現
在）

事業の内容

三井住友信託銀行株式会社 342,037百万円 銀行法に基づき銀行業を
営むとともに、金融機関
の信託業務の兼営等に関
する法律に基づき信託業
務を営んでいます。

 

（2）販売会社

名称 資本金の額

（平成27年12月末日現
在）

事業の内容

エヌエヌ生命保険株式会社 32,400百万円 保険業法に基づき生命保
険事業を営むとともに、
金融商品取引法に基づく
登録を受けて証券投資信
託の取扱いを行っていま
す。

岡三証券株式会社 5,000百万円 金融商品取引法に定める
第一種金融商品取引業を
営んでいます。

 

（3）投資顧問会社

名称 資本金の額

（平成27年12月末日現
在）

事業の内容

NNインベストメント・パー
トナーズB.V.

193,385ユーロ オランダにおいて有価証
券にかかる投資顧問業を
行っています。

 

２【関係業務の概要】
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（1）受託銀行

ファンドの受託会社として信託財産の保管・管理・計算等を行っています。

（2）販売会社

販売会社として、募集の取扱い、販売、一部解約の実行の請求の受付ならびに収益分配金、償還金お

よび一部解約金の取扱い等の業務を行います。

（3）投資顧問会社

NN海外株式マザーファンドについて投資助言を行っています。

 

３【資本関係】

（1）受託銀行

該当事項はありません。

（2）販売会社

該当事項はありません。

（3）投資顧問会社

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社(E12499)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

47/51



（参考情報）

 

＜再信託会社＞

名称 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金 51,000百万円（平成27年12月末日現在）

事業の内容 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信
託業務の兼営等に関する法律に基づき信託業務を営ん
でいます。
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成２８年１月１４日

ＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社

取締役会　御中
 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 

 
公認会計士 岩部　俊夫　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 

 
公認会計士 亀井　純子　　印

 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファ

ンドの経理状況」に掲げられているＮＮ海外株式オープンの平成２７年５月１９日から平成２７年１
１月１８日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計
算書並びに中間注記表について中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間
監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体と
して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないか
どうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実
施することを求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と

比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に
より、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等
を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。
 
中間監査意見
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、ＮＮ海外株式オープンの平成２７年１１月１８日現在の信託財産の状態及び
同日をもって終了する中間計算期間（平成２７年５月１９日から平成２７年１１月１８日まで）の損
益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
ＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間

には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上
 
（注１）　上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

（注２）　XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成２７年６月１９日

ＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社

取締役会　御中

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 
 

公認会計士 臼倉　健司　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 
 

公認会計士 鴨下　裕嗣　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会
社等の経理状況」に掲げられているＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社（旧アイエヌジー投
信株式会社）の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第１６期事業年度の財務諸表、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について
監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社（旧アイエヌジー投信株式会社）の平成２７年
３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

(注１)　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

(注２)　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成２７年１２月１７日

 

ＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社

取締役会　御中
 

 新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 臼倉　健司　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鴨下　裕嗣　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会
社等の経理状況」に掲げられているＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社の平成２７年４月１
日から平成２８年３月３１日までの第１７期事業年度の中間会計期間（平成２７年４月１日から平成２
７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資
本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中
間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査
の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中
間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの
合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施すること
を求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比
べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中
心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状
況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する
内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の
作成基準に準拠して、ＮＮインベストメント・パートナーズ株式会社の平成２７年９月３０日現在の財
政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２７年４月１日から平成２７年９月３０日まで）
の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
 

（注１）　上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

（注２）　XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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